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公会堂等整の備及び設置計画にかかる現行の補助制度 

 
１ 自治会公会堂・集会場の新築 
補助金名：コミュニティ施設整備事業費補助金（地区集会施設整備補助） 

【自治会ハンドブック P27 参照】 

補助金概要 補助率 補助限度額 補助対象外経費 その他 

公会堂等の新

築事業（全面

建替含む）へ

の補助金制度

です。 

補助対象事業

費の 1/3 以内 

（1,000 円未満

切り捨て） 

800 万円 
ア 用地費、補償費 

イ 用地造成費 

ウ 解体撤去処分費 

エ 外構工事費 

オ 設計費、測量試験費 

本申請時に

は、12 者以

上の入札が

必要 

 
１年度に補助できる自治会数に限りがあります。 

現在、来年度（令和８年度）及び令和９年度に新築を予定 

している自治会が複数あるため、今後は、抽選やくじ引きに 

よる順番待ちとなる可能性があります。 

 
２ 自治会公会堂・集会場の増改築 
補助金名：コミュニティ施設整備事業費補助金（地区集会施設整備補助） 

【自治会ハンドブック P27 参照】 

補助金概要 補助率 補助限度額 補助対象外経費 計画書添付書類 

公会堂等の床面

積を増やす増築

と、柱や基礎等

の主要構造物の

全面改修事業へ

の補助です。 

補助対象事業

費の 1/3 以内 

（1,000 円未満

切り捨て） 

250 万円 
（補助対象事

業が 100 万円

以上の事業に

限る） 

公会堂の内外壁・床・

建具類などの補修のみ

の事業 

※ただし、増築・改築

に伴う場合は補助対象

となります。 

見積書の写し（１

者） 

（本申請時には、複

数者の見積書が必

要） 

 
事業例              ※事業スケジュールにつきましては、予めご相談ください。 

・主要構造物の全面改修工事 

・くみ取り式・単独浄化槽から合併浄化槽・下水道への変更工事 

・合併浄化槽から下水道への変更工事 

・耐震診断後、総合評価 1.0 未満を 1.0 以上とするための補強工事 

 
３ 自治会公会堂の耐震診断 
 補助金名：既存建築物耐震性向上事業費補助金（公会堂耐震診断） 

 【自治会ハンドブック P35 参照】 

 補助対象：昭和 56 年５月 31 日以前に建築された公会堂 

補助金額：公会堂の耐震診断にかかる費用（見積額）と基準額（延べ面積１㎡あたり

3,670 円）を比較して少ない額（限度額 200 万円） 

そ の 他：計画書提出時に見積書の写し（１者）を添付。事業スケジュールは要相談。 

CHECK 

CHECK 

令和７年度 

CHECK 
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４ 軽微な施設整備（新築・増改築を除く） 
 補助金名：コミュニティ施設整備事業費補助金 

【自治会ハンドブック P28、29 参照】 

補助金概要 補助率 補助限度額 補助対象外経費 計画書添付書類 

公会堂等及び公

会堂に付帯する

設備の整備に対

する補助制度で

す。 

 

※対象となる事

業例は欄外へ記

載 

補助対象事

業費の 1/3

以内 

（1,000 円

未満切り捨

て） 

100 万円 
（掲示板新設、

ICT 推進、熱中

症対策にかかる

事業の補助限度

額は 20 万円） 

ア 静岡県または袋井市等

から他の補助金、助成金を

受けている事業 

イ 欄外補助対象事業以外

の一般家電製品や家具調度

品購入 

ウ 個人の所有物となった

り、使用が特定の人に限定

される設備（備品）の整備 

エ その他消耗品 

見積書の写し

（１者） 

（ 本 申 請 時 に

は、複数者の見

積書が必要） 

 
補助対象事業の例 
 ア 公会堂等に設置する掲示板の新設 
 イ 公会堂等への手すり・スロープの新設 
 ウ トイレの洋式化、バリアフリー化 
 エ 増改築に至らない地震対策（飛散防止フィルム貼り）等 
 オ 公会堂等に設置する複合機の新規購入 
 カ 自治会の ICT 推進（公会堂の Wi-Fi、パソコン一式、 

大型ディスプレイ、モニター等の新規購入）事業 
 キ エアコンの新規設置 
 ※当補助金は、施設の機能を向上させることを目的としたものであるため、
施設の現状回復を目的とする修繕や、設備の更新は対象外です。 
 
５ 原材料支給                    

支給材料名：コミュニティ施設用原材料支給【自治会ハンドブック P43 参照】 

制度概要 補助率 補助限度額 補助対象外経費 対象外施工場所 

自治会内で地域住

民自らが地域コミ

ュニティ広場等の

整備を行う場合、

砕石、ペンキ等の

原材料を支給する

制度です。 

原材料

費の

10/10 

10 万円（税込） 

R7 実績 
７万円（税込） 
※１自治会１年

度に１回の申請

となります。 

・消耗品 

・重機借上料 

・人件費 

・施工費等 

 

・防災倉庫 

・ごみ集積所 

・屋台小屋等 

・市が管理する道

路及び水路 

 ※１ 原材料支給は、希望する自治会の数に応じて、予算内で配分しますので 10 万円
を下回る場合があります。 

 ※２ 原材料を活用した整備などは、必ず自治会の皆さんが自ら行ってください。
（整備などを業者が行った場合は許可を取り消します） 

 
 

CHECK 

CHECK 
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６ 通学路防犯カメラ設置計画 
 補助金名：通学路防犯カメラ設置事業費補助金 

 【自治会ハンドブック P32 参照】 

補助金概要 補助率 補助限度額 補助対象外経費 

登下校中の子ども

を狙った犯罪の抑

止を図るため、通

学路に防犯カメラ

を設置する自治会

等に対し、設置費

の一部を補助する

ものです。 

補助対象事業

費の 2/3 以内 

（1,000 円未満

切り捨て） 

20 万円 
（１台あたり） 

※防犯カメラを設置

している旨を示す看

板の作成及び取り付

けに要する経費も補

助対象。 

・機器の保守点検 

・修理費用 

・電気料金等の維持管理費 

・リース代 

事業着手後の申請は対象外です。 

※事業着手とは設置業者等との契

約や機器購入をした時のことで

す。 

【補助対象となる防犯カメラ】 

 犯罪の防止を目的として、通学路に向けて継続的に設置及び撮影するビデオ
カメラで、次に定める機能を有するもの。 

区 分 仕    様 

有効画素数 38 万画素以上であること。 

録画時間 24 時間録画とし、画像データを１週間以上保存できるものであるこ

と。 

フレームレート ４フレーム／秒以上であること。 

記録媒体 電磁的記録その他これに準ずる方法により、確実に記録しておくこ

とができる機能を有するものであること。 

 カメラの設置は、こどもに関する犯罪の防止を目的とし、自治会の総意をもって

設置してください。また、撮影された映像の取扱いや情報提供のルールなどを事

前に自治会内で定めてください。 

 

 

 

 

 

 

CHECK 
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【注意事項】 

１ 今回の計画書の提出は、来年度 （令和８年度）の本市予算編成の基礎資料とするため、

現行（令和７年度）の補助制度をもとに、市内全自治会の整備計画等の総量を取りま 

とめることを目的に実施するものです。 

２ 本計画書の提出により、来年度の貴自治会における整備計画の補助を確約するもので

はありません。あらかじめご承知おき願います。 

 ３ 現行の補助制度については、来年度予算編成の過程で補助内容の見直し(廃止、縮小

等を含む)を行う場合があります。併せてご承知おき願います。 

 

 

 

 


